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第１章 はじめに                   

（１）計画策定の背景と目的  

唐津市では、平成22年12月に、本市全域を対象区域とした都市計画マスタープラン

（都市計画法第18条の2に規定する「市町村の都市計画に関する基本的な方針」）を策定

し、「響創のまちづくり」を基本理念に、土地利用や道路、公園、上下水道、景観などの

分野別、および市内全域を５つの地域区分に分類した地域別に、本市が目指すべき方向性

を示し、ハード・ソフト両面から、また、都市計画制度以外の手法も活用しながら、計画

的にまちづくりを進めてきました。 

一方、計画策定から10年以上が経過し、その間、人口減少・高齢化の急速な進行や、

自然災害の頻発・激甚化、ＩＣ周辺などの用途地域外縁部における開発の進行など、本市

を取り巻く環境は大きく変化してきました。 

  また、平成26年には都市再生特別措置法が一部改正され、市町村は、持続可能な都市

の構築に向け、都市機能や居住を誘導することにより、一定の人口密度が確保されたコン

パクトなまちづくりを進めるため、立地適正化計画（都市再生特別措置法第81条第1項に

規定する「住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化を図るための計画」）を策定できる

こととなりました。 

  そこで、本市を取り巻く環境の変化や課題に対応し、より現状に即したかたちで本市の

まちづくりの方針を示すため、立地適正化計画の策定と併せ、都市計画マスタープランを

見直し、新たな計画として策定しました。 

 

【計画の位置づけ】   
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（２）計画の対象区域 
  都市計画マスタープランは、原則として都市計画区域を対象とする計画ですが、まちづ

くりを考えるうえでは、都市地域だけでなく、農山漁村地域を含め、一体的に捉えること

が重要であるため、本計画では唐津市全域を対象区域としています。 

 

（３）計画の期間 

  都市計画マスタープランは、まちの将来を見据え、長期的な視点をもってまちづくりの

方向性を示す計画であり、また、都市計画マスタープランの一部として新たに策定する立

地適正化計画においても、概ね20年後の都市の姿を展望するものとされていることか

ら、両計画の計画期間については、概ね20年間（令和７年度から令和２６年度まで）と

します。 

 

（４）計画の構成 
  本計画は、唐津市全域のまちづくりの基本理念や目標、将来都市構造、分野別のまちづ

くりの方針を示す「全体構想」と、地域ごとの特性や課題、求められる役割に応じたまち

づくりの方針を示す「地域別構想」により構成します。 

 

（５）計画の策定体制 
  本計画の策定に当たっては、学識経験者や関係団体、行政機関等の外部委員で構成する

「唐津市都市計画マスタープラン等策定委員会」と、庁内の関係課を所管する副部長級の

職員で構成する「唐津市都市計画マスタープラン等庁内策定部会」を設置し、様々な分野

から意見を取り入れながら、計画案を策定しました。 
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第２章 唐津市の概況                   

（１）唐津市を取り巻く状況  
① 人口動向 

（ア）人口・世帯数 

唐津市の人口は減少傾向が続いており、平成22年から令和２年の増減では7.5％の減

少と、前回策定前の10年間と比較して減少幅が大きくなっています。一方で、世帯数は

増加傾向にありますが、前回策定時と比較すると増加幅は小さくなっています。 

都市計画区域人口の行政区域人口に占める割合は、83.3％と年々増加していますが、

用途地域人口の都市計画区域人口に占める割合は減少傾向にあります。 

 

【人口及び世帯数の推移】 

 
                                   出典：国勢調査 

 

【総人口の将来見通し】 

 

 

 

平成7年
(1995年)

平成12年
(2000年)

平成17年
(2005年)

平成22年
(2010年)

平成27年
(2015年)

令和2年
(2020年)

H7～H17
増減率

H22～R2
増減率

人口(人) 137,436 134,144 131,116 126,926 122,785 117,373 ▲ 4.6 ▲ 7.5

世帯数(世帯) 41,703 42,458 43,378 43,651 43,872 44,192 4.0 1.2

世帯人員(人/世帯) 3.30 3.16 3.02 2.91 2.80 2.66 ▲ 0.3 ▲ 0.3

87,700 87,300 86,200 96,772 95,203 97,801 ▲ 1.7 1.1

61,800 60,700 57,283 53,866 53,630 57,083 ▲ 7.3 6.0

63.8% 65.1% 65.7% 76.2% 77.5% 83.3% - -

70.5% 69.5% 66.5% 55.7% 56.3% 58.4% - -

行政区域

都市計画区域人口(人)

用途地域人口(人)

都市計画区域人口の行政区域
人口に占める割合(％)

用途地域人口の都市計画区域
人口に占める割合(％)

26.8％減 

(約3.1万人減)

17.4％減 

(約2.5万人減)

出典：S60～R2は国勢調査、 

R7以降は国立社会保障・人口問題研究所(令和5年推計)
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（イ）年齢別人口 

人口推計では、今後も人口減少が続くことが見込まれ、令和27年には9万人を割り、

85,955人になると予測されています。一方、高齢化は進行し、令和２年に32.7％であ

った高齢化率は、令和27年には40.8％にまで上昇することが見込まれています。 

 

【年齢３区分別人口と高齢化率の推移】 

 

 

【年齢構成の人口ピラミッドの変化】 

【1980（S55）年】 

 

【2000（H12）年】 

 
 
【2020（R2）年】 

 

 
【2040（R22）年】 

 

 

8.1P上昇

出典：S60～R2は国勢調査、 

R7以降は国立社会保障・人口問題研究所(令和5年推計)

17.5千人 

(12.3%) 

32.5千人 

(22.9%) 

92.2千人 

(64.8%) 

22.0千人 

(16.4%) 

82.9千人 

(64.8%) 

29.2千人 

(21.8%) 

16.0千人 

(13.7%) 

62.6千人 

(53.5%) 

38.4千人 

(32.8%) 

9.9千人 

(10.8%) 

45.7千人 

(50.0%) 

36.0千人 

(39.2%) 
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（ウ）地域別の人口及び高齢化率の動向 

地域別の人口推移では、平成22年から令和２年にかけて、浜玉地域のみ増加し、その

他の地域は減少となっています。特に、肥前地域や呼子地域、厳木地域での減少が顕著と

なっています。 

今後も中山間地域などの周辺部における高齢化や人口減少による過疎化が進行し、地域

コミュニティの維持が困難になることが懸念されます。 

 

【地域別の人口及び高齢化率の推移】 

 

 

平成2年
(1990年)

平成7年
(1995年)

平成12年
(2000年)

平成17年
(2005年)

平成22年
(2010年)

平成27年
(2015年)

令和2年
(2020年)

H7～H17
増減

H22～R2
増減

人口(人) 79,207 79,575 78,945 78,175 76,793 76,449 74,749 -1.8% -2.7%

高齢化率(％) 14.3 16.7 19.5 21.7 23.5 26.6 29.6 5.0 6.0

人口(人) 10,224 10,296 10,415 10,427 10,752 10,860 11,140 1.3% 3.6%

高齢化率(％) 16.4 19.2 21.7 23.6 24.0 26.4 28.3 4.4 4.2

人口(人) 3,125 2,869 2,698 2,552 2,335 2,112 1,851 -11.0% -20.7%

高齢化率(％) 16.9 21.2 25.1 29.2 32.0 37.6 43.7 8.0 11.7

人口(人) 6,854 6,341 5,815 5,331 4,833 4,331 3,745 -15.9% -22.5%

高齢化率(％) 21.7 25.2 29.2 31.7 34.5 39.8 46.1 6.5 11.6

人口(人) 9,752 9,199 8,853 8,836 8,240 7,646 6,948 -3.9% -15.7%

高齢化率(％) 19.6 23.8 27.7 29.3 31.9 35.9 41.1 5.5 9.3

人口(人) 5,199 4,925 4,736 4,586 4,648 4,363 4,130 -6.9% -11.1%

高齢化率(％) 17.2 19.7 22.2 24.9 27.9 33.7 39.9 5.2 12.0

人口(人) 10,551 10,009 9,125 8,660 7,883 6,982 5,943 -13.5% -24.6%

高齢化率(％) 16.8 21.2 25.3 28.7 30.5 35.2 41.8 7.5 11.3

人口(人) 7,971 7,522 7,402 6,906 6,258 5,442 4,974 -8.2% -20.5%

高齢化率(％) 16.2 20.4 24.1 26.9 29.6 34.4 39.8 6.5 10.2

人口(人) 7,005 6,700 6,155 5,643 5,184 4,600 3,893 -15.8% -24.9%

高齢化率(％) 17.4 21.5 25.5 29.1 30.6 34.0 41.2 7.6 10.6

人口(人) 139,888 137,436 134,144 131,116 126,926 122,785 117,373 -4.6% -7.5%

高齢化率(％) 15.8 18.7 21.8 24.1 25.9 29.2 32.7 5.4 6.8

人口(人) 877,851 884,316 876,654 866,369 849,788 832,832 811,442 -2.0% -4.5%

高齢化率(％) 15.1 17.8 20.4 22.6 24.5 27.5 30.3 4.8 5.8

北波多地域

肥前地域

鎮西地域

呼子地域

唐津市

佐賀県

唐津地域

浜玉地域

七山地域

厳木地域

相知地域

出典：国勢調査 
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【町丁目別の人口分布（2010年）】 

 

【町丁目別の人口分布（2020年）】 

 

【用途地域周辺拡大図】 

【用途地域周辺拡大図】 

市の外縁部で人口

減少が顕著 

用途地域周辺の一部

エリアでは人口増加 

出典：国勢調査
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【町丁目別の人口増減（1995年→2005年）】 

 

【町丁目別の人口増減（2010年→2020年）】 

 

浜崎西町（180人減） 

（H7 1,802人→H17 1,622

東城内（144人減） 

（H7 563人→H17 419人） 

西城内（161人増） 

（H7 280人→H17 441人） 

千代田町（103人減） 

（H7 215人→H17 177人） 

出典：国勢調査 

町田四丁目(254人減) 

(H22 910人→R2 656人) 

元旗町(197人減) 

(H22 334人→R2 137人)

和多田本村(18人減) 

(H22 1336人→R2 1318人) 

浜玉町浜崎西町(44人減) 

(H22 1615人→R2 1571人) 

呼子町殿ノ浦(279人減) 

(H22 1,396人→R2 1,117人) 

鎮西町名護屋(445人減) 

(H22 1,822人→R2 1,377人)

肥前町入野(276人減) 

(H22 1,115人→R2 839人) 

肥前町田野高串(270人減) 

(H22 1,001人→R2 731人) 

坊主町(389人増) 

(H22 636人→R2 1,025人)

鏡今組(459人増) 

(H22 1,294人→R2 1,753人)

浜玉町横田上(468人増) 

(H22 1,066人→R2 1,534人) 

浜玉町横田下草場(419人増) 

(H22 646人→R2 1,056人) 

原(1,002人増) 

(H22 1,922人→R2 2,924人) 

相知町相知(271人減) 

(H22 2,382人→R2 2,111人) 
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【町丁目別の高齢化率の分布（2005年）】 

 

 

【町丁目別の高齢化率の分布（2015年）】 

 

【用途地域周辺拡大図】 

【用途地域周辺拡大図】 

市全域で高齢化

が進行 

出典：国勢調査 
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【500ｍメッシュ別の人口分布（2020年）】 

 
 

 
【500ｍメッシュ別の人口分布（2040年）】 

 

  出典：国勢調査 

【用途地域周辺拡大図】

【用途地域周辺拡大図】 
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【500ｍメッシュ別の人口増減数（2020年→2040年）】 

 
 

 

 
 

  

【用途地域周辺拡大図】 

特に用途地域の人口

減少幅が大きい 

出典：国勢調査 
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【人口集中地区（DID）における人口等の推移】（参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口集中地区（DID）とは、人口密度が1ha当たり40人以上の基本単位区が互いに

連坦して人口5,000人以上となる地区のことをいいます。唐津市における人口集中地

区（DID）内の人口密度は年々低下しており、今後も市街地の空洞化（低密度化）の進

行が懸念されます。 

 

 

  

出典：国勢調査 

国土数値情報
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（エ）人口流動の状況 

通勤・通学による人口流動の状況では、流出率・流入率とも増加傾向にありますが、流

出超過の状況となっています。流出先では福岡市（3.6％）、流入先では伊万里市

（2.1％）で変動はありません。 

 
【他市町との流入・流出の状況】 

 
 

 

【他市町との流入の状況】 

  
【他市町との流出の状況】 

  
 

就業者数
(人)

流出率
(％)

就業者数
(人)

流入率
(％)

平成12年 72,473 10,032 13.8% 67,668 5,227 7.7% 93.4%

平成17年 69,870 10,223 14.6% 65,229 5,582 8.6% 93.4% 流出率＝流出就業者数／常住地による就業者数

平成22年 65,644 11,069 16.9% 61,304 6,729 11.0% 93.4% 流入率＝流入就業者数／従業地による就業者数

平成27年 63,660 10,946 17.2% 58,860 6,146 10.4% 92.5% 従業者比率＝従業地による就業者数／常住地による就業者数

令和２年 62,641 11,769 18.8% 57,164 6,292 11.0% 91.3%

市町村名
就業者数

(人)
流出率
(％)

市町村名
就業者数

(人)
流出率
(％)

市町村名
就業者数

(人)
流出率
(％)

市町村名
就業者数

(人)
流出率
(％)

市町村名
就業者数

(人)
流出率
(％)

平成12年 福岡市 2,389 3.3% 玄海町 1,827 2.5% 佐賀市 1,357 1.9% 伊万里市 1,172 1.6% 多久市 854 1.2%

平成17年 福岡市 2,521 3.6% 玄海町 1,788 2.6% 佐賀市 1,389 2.0% 伊万里市 1,308 1.9% 多久市 727 1.0%

平成22年 福岡市 2,187 3.3% 玄海町 2,072 3.2% 伊万里市 1,573 2.4% 佐賀市 1,341 2.0% 多久市 592 0.9%

平成27年 福岡市 2,380 3.7% 玄海町 1,833 2.9% 伊万里市 1,616 2.5% 佐賀市 1,410 2.2% 多久市 654 1.0%

令和２年 福岡市 2,267 3.6% 玄海町 1,903 3.0% 伊万里市 1,736 2.8% 佐賀市 1,223 2.0% 糸島市 676 1.1%

市町村名
就業者数

(人)
流出率
(％)

市町村名
就業者数

(人)
流出率
(％)

市町村名
就業者数

(人)
流出率
(％)

市町村名
就業者数

(人)
流出率
(％)

市町村名
就業者数

(人)
流出率
(％)

平成12年 伊万里市 1,027 1.5% 玄海町 994 1.5% 多久市 496 0.7% 福岡市 350 0.5% 佐賀市 322 0.5%

平成17年 伊万里市 1,077 1.7% 玄海町 1,028 1.6% 多久市 554 0.8% 佐賀市 475 0.7% 福岡市 393 0.6%

平成22年 伊万里市 1,134 1.8% 玄海町 973 1.6% 多久市 529 0.9% 佐賀市 510 0.8% 糸島市 481 0.8%

平成27年 伊万里市 1,198 2.0% 玄海町 982 1.7% 福岡市 712 1.2% 糸島市 561 1.0% 佐賀市 541 0.9%

令和２年 伊万里市 1,173 2.1% 玄海町 891 1.6% 福岡市 857 1.5% 糸島市 590 1.0% 佐賀市 584 1.0%

流出率第１位 流出率第２位 流出率第３位 流出率第４位 流出率第５位

唐津市

流入率第５位

常住地
による

就業者数

流出 流入従業地
による

就業者数

就業者
比率

(従/常)

流　入　先

流入率第１位 流入率第２位 流入率第３位 流入率第４位

流　出　先

【2010年(H22)】 【2020年(R2)】

【2010年(H22)】 【2020年(R2)】

出典：国勢調査 



 

-13- 

第
１
部 

導
入
編 

｜ 

第
２
章 

唐
津
市
の
概
況 

② 産業動向 

（ア）産業大分類別人口 

産業分類別の人口割合では、1次産業の割合が低下する一方で、3次産業の割合は増加

が続いています。1次産業の従事者は、平成２年には12,618人であったのに対し、令和

２年には5,930人と30年間で半減しています。また、3次産業ではサービス業の割合が

年々増加しており、令和２年には39.3％と全体の約4割を占めるに至っています。 

 

【産業分類別人口割合の推移】 

 

 

【産業分類別人口の構成比】 

 

  

出典：国勢調査

就業者数
(人)

構成比
(％)

就業者数
(人)

構成比
(％)

就業者数
(人)

構成比
(％)

就業者数
(人)

構成比
(％)

就業者数
(人)

構成比
(％)

就業者数
(人)

構成比
(％)

就業者数
(人)

構成比
(％)

Ａ．農業 10,060 15.0% 8,680 12.7% 7,921 12.1% 7,696 12.1% 6,545 10.9% 6,081 10.3% 5,197 9.2%

Ｂ．林業・狩猟業 79 0.1% 98 0.1% 78 0.1% 53 0.1% 116 0.2% 87 0.1% 69 0.1%

Ｃ．漁業・水産養殖業 2,479 3.7% 2,013 2.9% 1,508 2.3% 1,288 2.0% 981 1.6% 840 1.4% 664 1.2%

第１次産業計 12,618 18.8% 10,791 15.8% 9,507 14.5% 9,037 14.2% 7,642 12.8% 7,008 11.9% 5,930 10.5%

Ｄ．鉱業 154 0.2% 181 0.3% 172 0.3% 106 0.2% 74 0.1% 69 0.1% 62 0.1%

Ｅ．建設業 7,553 11.3% 9,415 13.8% 8,367 12.8% 7,092 11.2% 6,012 10.0% 6,069 10.3% 5,731 10.1%

Ｆ．製造業 10,086 15.0% 9,735 14.3% 8,307 12.7% 7,532 11.9% 7,203 12.0% 7,339 12.5% 7,102 12.6%

第２次産業計 17,793 26.5% 19,331 28.3% 16,846 25.8% 14,730 23.2% 13,289 22.2% 13,477 22.9% 12,895 22.8%

Ｇ．卸売業・小売業 13,396 20.0% 13,659 20.0% 13,831 21.1% 10,661 16.8% 9,115 15.2% 8,431 14.3% 7,836 13.9%

Ｈ．金融・保険業 1,275 1.9% 1,209 1.8% 1,134 1.7% 992 1.6% 897 1.5% 834 1.4% 752 1.3%

Ｉ．不動産業 192 0.3% 164 0.2% 188 0.3% 251 0.4% 484 0.8% 492 0.8% 506 0.9%

Ｊ．運輸・通信業 3,562 5.3% 3,433 5.0% 3,153 4.8% 3,013 4.7% 2,954 4.9% 2,632 4.5% 2,724 4.8%

Ｋ．電気・ガス・水道 589 0.9% 627 0.9% 760 1.2% 659 1.0% 681 1.1% 633 1.1% 827 1.5%

Ｌ．サービス業 15,183 22.6% 16,499 24.2% 17,393 26.6% 21,568 34.0% 21,637 36.1% 22,278 37.9% 22,199 39.3%

Ｍ．公務 2,433 3.6% 2,438 3.6% 2,489 3.8% 2,324 3.7% 1,975 3.3% 1,908 3.2% 1,862 3.3%

第３次産業計 36,630 54.6% 38,029 55.7% 38,948 59.5% 39,468 62.1% 37,743 63.0% 37,208 63.2% 36,706 65.0%

Ｎ．分類不能の産業 18 0.0% 100 0.1% 106 0.2% 285 0.4% 1,250 2.1% 1,139 1.9% 935 1.7%

合計 67,059 100.0% 68,251 100.0% 65,407 100.0% 63,520 100.0% 59,924 100.0% 58,832 100.0% 56,466 100.0%

令和2年(2020年)

産業大分類

平成2年(1990年) 平成7年(1995年) 平成12年(2000年) 平成17年(2005年) 平成22年(2010年) 平成27年(2010年)
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（イ）商業の状況 

商業の状況では、商業販売額・事業所数とも減少傾向にありましたが、平成24年以降

は横ばいとなっています。大規模店舗（床面積1,000㎡以上）の立地状況を見ると、概

ね用途地域への立地となっていますが、近年は幹線道路沿いのまちの中心部からやや離れ

た郊外に立地する傾向にあり、市街地の空洞化による賑わいの衰退が懸念されます。 

 

【商業販売額および事業所数の推移】 

 

 

 

【大規模小売店舗の立地状況】 

        

出典：商業統計調査、経済センサス

出典：大規模小売店舗要覧




